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２０２７年３月期 第２四半期（中間期）決算の概要 
 

１．当第２四半期（中間期）の業績について 

当第２四半期（中間期）は下表のとおり、前年同期に比べて、個別、連結とも増収増益の決算となった。 

（百万円未満切捨て） 

区 分 前第２四半期 （Ａ） 当第２四半期 （Ｂ） 比 較 （Ｂ－Ａ） 

 

売 

 

上 

 

高 

 

個 

 

 

別 

船 

舶 

事 

業 

新 造 船 （１２隻）  １９，９０２ （１２隻） ２２，２３５        （ ０隻） ２，３３２ 

改 修 船 （２９隻）   １，３７４ （３０隻）  １，６８５ （ １隻）   ３１１ 

そ の 他 １２７ １７０ ４３ 

計 ２１，４０３ ２４，０９０ ２，６８７ 

陸上・サービス事業 ３９ ３３ △５ 

計 ２１，４４２ ２４，１２４ ２，６８１ 

連結 

子会社 

船舶事業 ３７ ２８ △８ 

陸上・サービス事業 １７２ １９９ ２７ 

計 ２０９ ２２８ １８ 

連 

結 

船舶事業 ２１，４４０ ２４，１１９ ２，６７８ 

陸上・サービス事業 ２１１ ２３３ ２１ 

合計 ２１，６５２ ２４，３５２ ２，７００ 

  （注）個別・連結売上高の主な増収要因は、新造船の売上対象隻数が前年同期と同数（１２隻）であったものの、売上対象船の船種の

違い、各船ごとの決算日における工事進捗度が異なること、前年同期に比べて、為替相場が円安となっており、外貨建て工事の売

上が増加したことにより増収となった。 

 

（百万円未満切捨て） 

区 分 前第２四半期 （Ａ） 当第２四半期 （Ｂ） 比 較（Ｂ－Ａ） 

損 

 

益 

営  業 

利  益 

個 別 １，３６６ １，８９４ ５２８ 

連 結 １，３９１ １，９２７ ５３６ 

経  常 

利  益 

個 別 １，３３４ １，９３８ ６０３ 

連 結 １，３５７ １，９６９ ６１１ 

中間 

純利益 

個 別 １，０７１ １，２０７ １３５ 

連 結 １，０８３ １，２２６ １４２ 

（注）前年同期に比べて、為替相場が円安となっており、外貨建て工事の利益が増加したこと、生産性の向上及び諸経費の削減に

取り組んだことから増益となった。 

 

２．船舶事業の受注状況等について 

新造船市場においては、これまでの重油に代わる新燃料（ＬＮＧ、水素、メタノール、アンモニア、バイオ燃料等）を造船所、船主と

もに引き続き検討を進めている状況であるが、特に中小の船主においては、様子見の状況が続いている。 

造船所側においては、製造現場の人手不足、施設の老朽化問題が特に深刻であり、省人化、機械化投資が喫緊の課題となって

いる。そのような中で、優秀な人材を確保するため、従業員、外注業者を問わず賃上げに取り組んでいるほか、工場設備について

は政府補助金も活用しながら、より生産性の高い設備の導入計画を進めているところである。今後、資機材価格及び人件費など、

製造コストは右肩上がりに上昇していくことが想定され、利益の確保を第一に、高船価であっても高い付加価値のある船舶を中心と

しながら、設計部門や現業部門の能力に見合った適正な操業度、太宗船（貨物船やコンテナ船など汎用性の高い標準的な船舶）と

のバランスを考慮し、慎重に受注活動を行っている。また、船主側においては、造船所から提示された船価では採算が合わず、対

象の納期が３年以上先ということも相まって、発注には慎重になっている。 

  このような状況のもと、受注については、新造船１隻、修繕船他で６９億５１百万円を受注し、受注残高は、新造船２２隻他で１，１７１

億７７百万円（前年同期比１６．２％減）となった。 

  



３．2027年３月期の業績予想について 

当第２四半期（中間期）連結累計期間において、2026年５月12日に公表した業績予想に対する進捗率については、営業利益、経常

利益、当期純利益すべてにおいて計画比を超える進捗ではあるものの、為替相場や中東情勢による塗料、シンナーの入手状況を

はじめとする資機材価格の見通しが不透明であることから、現時点においては通期の業績予想について変更はない。 

また、2027年３月期の配当については、１株当たり40円の期末配当を実施する予定である。 

なお、当社の業績に変動を与える事象が生じた場合には、速やかに開示する。 

 

                                 （単位：百万円） 

区 分 
通期（予想） 

個  別 連  結 

売 上 高 ４５，５００ ４６，０００ 

営 業 利 益 １，６００ １，６００ 

経 常 利 益 １，５００ １，５００ 

当期純利益 １，０００ １，０００ 

（おわり） 


